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　現在，世界経済は発展途上国の累積債務問題なとと並ぴ，貿易摩擦といわれるような

極めて複雑かつ深刻な矛盾を抱えている。先進資本主義諸国は，世界経済の抱える諸矛

盾を解決するために様々な方策をとっ ているが，いまだ有効な解決方向を見いだせず国

家間の対立を深めている。貿易摩擦が資本主義国家問の深刻な問題としてあらわれた原

因の一つに，戦後日本貿場の急速な成長と構造変化がある。日本貿場の構造変化は国際

分業関係の複雑化，深化を通して戦後日本資本主義の再生産構造を再編成し世界市場へ

の依存性を一層強めるとともに，世界経済の構造変化を促している。このような日本貿

易の急速な成長と構造変化を促した原因を明らかにするためには，世界経済構造の変化

と目本資本主義の再生産構造の動態及び生産力発展の態様の変化という二つの側面から

考察しなければならない 。
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　本稿は戦後日本の鉄鋼貿場の構造変化にみられる特徴を統計資料の整理を通して戦後

世界経済構造の変化，国際的分業関係の変化と日本鉄鋼業の生産力発展という二つの視

角から明らかにし，戦後日本貿易の構造変化とその原因について考察する手掛かりを得

ようとするものである 。

　外国貿易は国民経済総体間の問題であるが，一方で個別産業，個別資本の再生産運動

の一環でもある。また国民経済の再生産構造や国際的分業構造も個別産業，個別資本の

再生産運動の絡み合いの総体でもある。外霞貿易による国民経済の再生産構造や国際的

分業関係の再編も個別産業，個別資本の再生産運動に影響をあたえることを通して実現

される。したがってわれわれは具体的に個別産業や個別資本に対する外国貿易の影響な

ど， 個別産業，個別資本の再生産運動と外国貿易，国際的分業関係の構造変化との対応

関係を考察することによって戦後日本の貿易が国民経済の再生産構造や国際的分業関係

の構造再編に与えた影響について，その一端を明らかにすることができる 。

　戦後の日本鉄鋼業は，傾斜生産方式以来，戦後日本資本主義の再生産運動の確立，発

展において重要な役割を担ってきた。鉄鋼輸出額が全輸出金額の１０％前後をしめ，鉄鉱

石や石炭などの原料をほとんど輸入に依存するなど，戦後の日本鉄鋼業は生産力発展に

ともな って世界市場への依存性を強めた。また鉄鋼の国際競争力の変動はそれを素材と

する商品の国際競争力に影響をあたえる。したがって日本の貿易構造の変化の特徴を考

えるうえで鉄鋼貿易の動向を考察することは重要な意味をもっ ている。そのうえ鉄鋼生

産は杜会的再生産過程において生産手段生産部門の中心的た担い手であり ，国民経済に

おける生産と消費の関係を明確に反映する代表的な部門である。鉄鋼生産の動向と外国

貿易，国際的分業関係の変化との対応関係を考察することを通して国民経済における生

産， 消費の動向，とくに産業循環，恐慌と外国貿易との関係について考察する 。

　（注）統計整理の方法について

　本稿は，貿易構造の変化をより一層明確にするために鉄鋼の輸出入数量を中心に分析

する。輸出入数量の動向を考察するにあた っては，使用価値の分類や統計などから生じ

る制約があるが次のような意義があると考える。すなわち国際的分業関係，世界経済構

造の変化と国民経済構造の変化との対応において外国貿易をとらえるためには，国民経

済の再生産運動の一環をなす外国貿易を国民経済間の素材転換という側面から考察する

ことも重要な意義をもつ。輸出入数量の動向を考察することは，日本鉄鋼業の再生産運

動の動態と外国貿易との対応関係を明確にし国民経済の再生産構造や国際的分業関係の
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態様の変化をより一層明らかにすることになるであろう 。またこのことから世界市場に

おける各国資本問の国際的な競争関係をより一層明確にしうると考える。さらに貿易金

額は外国貿易の動向を国民経済の貿易価値総額として，すなわち国民経済総体の問題と

して把握することができるが，イノフレーショソや為替相場の変動などによっ て貿場数

量と貿場価値総額とは必ずしも一致しな＝い。したがって輸出入数量を分析することによ

り， より具体的に貿易構造の変化を明確にしうると考える 。

　また品目分類はｒ生産動態統計調査」にもとついている 。

　なお，クギなどの鉄鋼二次製品及び加工製品は対象にしていない 。

ｎ． 戦後世界経済の構造変化と日本鉄鋼業

　本章では皿以下の章で鉄鋼貿場の構造変化の特徴を分析する前に戦後世界経済の構造

変化と戦後日本の鉄鋼業の生産力発展の態様について若干整理しておく 。

　（１）戦後世界経済の構造変化と目本の対外関係

　戦後資本主義世界経済の歩みは体制間対抗と圧倒的な生産力優位にたったアメリカに

よる世界市場支配のための自由 ・無差別 ・多角相互主義にもとづく統一的資本主義世界

市場創出からはじまる。アメリヵによっ て設立されたＩＭＦとＧＡＴＴはアメリヵによ

る世界市場支配と自由貿場主義を基本とする統一的世界市場の創出（戦前の帝国主義諸国

に対する市場開放要求とその実現）を補完した。ＩＭＦは，為替制限の禁止や不換通貨ドル

を国際通貨として流通させ，各国国民通貨を固定 レートでリンクするなどを通して ，

ＧＡＴＴは各国の通商政策，とりわけ関税の一斉引き下げなどを通してアメリヵによる

支配のもとで相対的に「円滑な」世界貿場の進展を保障する「安定的」かつ「平穏」な

世界市場をある程度維持することができた 。

　アメリカによる市場開放要求や杜会主義諸国の成立は，世界の民族解放運動と結び付

き植民地，従属国の政治的独立と自止的な国民経済建設をうなかす契機とな った。アメ

リカを中心とする先進資本主義諸国は軍事的，経済的援助を行い，発展途上国を資本主

義体制内におしとどめただけでなく ，安定的な原料資源と発展途上国の経済建設にとも

なう需要創出による世界市場のより一層の拡大を獲得した。しかし発展途上国の自立的

な経済建設という要求は，一方において１９６２年国連貿易開発会議の発足などの一連の発
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展途上国の経済的国民主権回復運動へと発展する。この運動は発展途上国の生産する原

料の価格決定権の回復要求となり先進資本主義国におけるインフレーションの進展に伴

う輸入商品の価格騰貴などと結び付き ，やがて１９７３年のＯＰＥＣによる石油輸出価格の

大幅引き上げと石油輸出量削減の原因となる。また一方で１９６０年代には先進資本主義諸

国から援助や資本，技術，生産手段などを積極的に導入して国民経済建設を図ろうとす

る国 々があらわれる。なかでも韓国，台湾などの国 々はやがて１９７０年代初めより工業製

品を輸出し，必要な生産手段を輸入することによっ て経済建設を図 っていく 。

　このような戦後世界経済が構造変化をとげるなかで日本資本主義は１９５０年代から６０年

代にかけて生産力の復興と発展をとげる。旧植民地の喪失と戦後の世界経済の構造変化

は， とくに日本資本主義に鉄鋼を中心とした生産手段生産部門の生産力を早急に増強す

ることを求めた。日本資本主義はアメリカの支配体制の中で，１９５０年代から６０年代にか

けての高度成長期にアメリカなどから資本や技術，安価な原材料を大量に輸入すること

によっ て生産手段部門を中心とした再生産構造の確立と生産力の発展を急速に遂げた 。

しかし日本資本主義の生産力発展と国際競争力の増強は低賃金構造といわゆる二重構造

に立脚したものであ ったため，国内市場を生産力発展に応じて拡大しえず１９６０年代前半

の恐慌を契機として世界市場への依存性を強めた。とくに不均等発展によっ て不均衡化

した産業部門は商品価値を実現するために世界市場への依存を一層強めた。１ドル：３６０

円の固定 レートの維持は日本の世界市場進出にとっ て価格設定上の有利性や生産力発展

にともなう超過利潤の増大をもたらした。その結果，１９５０年代は東南アジアなど発展途

上国が主たる市場であった日本の輸出もアメリカや西 ヨーロッパ諸国と競合するように

なり ，１９６０年代中頃からアメリカを中心とする世界市場への依存を一層強めた 。

　１９７４～７５年の恐慌はすべての先進資本主義諸国を巻き込んだ極めて深刻な世界恐慌で

あっ た。 この１９７４～７５年恐慌を境として戦後世界経済は大きく構造変化を遂げた 。１９７４

～７５年世界恐慌とその後の長期にわたる不況過程は，世界市場の以前のような拡大を不

可能にしただけでなく ，不況からの脱出過程において各産業部門，各国間の生産力発展

に大きな格差を生じ，先進資本主義諸国間の不均等発展を著しく顕著にした。とくにア

メリヵは生産力の発展が鈍化し失業が深刻化する一方で，ＮＩＣ ｓ， 日本からの輸入やアメ

リヵ独占資本の在外子会杜からの輸入が拡大した。またＮＩＣｓと呼ばれるような一部の

発展途上国では１９６０年代後半以降の資本主義的工業化が進展し世界市場を拡大すると同

時に，先進資本主義諸国と競合関係に立つようにな った。また杜会主義諸国の開放化や

産油国の輸入拡大は一層世界市場を拡大した。しかし１９８０年代に入り石油価格が低迷す
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るとＯＰＥＣ諸国の輸入は減少した。杜会主義国の開放化もその国の経済計画の進展に

よっ て輸入量か変化することか多く極めて不安定である。日本資本主義の再生産構造の

再編，確立と生産力の発展は，このような戦後世界経済の構造変化と対応している。や

がてドル危機とドル支配体制の変更にみられるように日本資本主義の再生産構造の変化

が世界経済の構造変化を促すようになる 。この傾向は１９７４～７５年の世界恐慌以降，１９７０

年代後半から１９８０年代にかけて顕著になる 。

　先進資本主義諸国間の不均等発展は国際競争力の絶対的な格差としてあらわれた。日

本資本主義は１９７４～７５年恐慌を徹底した減量経営と「合理化」を図り ，素材産業や繊維 ，

化学，電機，造船などＮＩＣｓ諸国の競争関係において国際競争力を失った産業部門の生

産拠点を海外に移転したり ，切り捨てる一方，先端技術を応用した新しい商品の開発と

量産化によっ て国内の再生産構造を大きく変化させた。この過程で失業の深刻化やパー

ト・ アルバイトといった低賃金雇用形態の定着や下請け中小企業の倒産などを引き起こ

したか，技術革新と減量経営によっ て日本の生産力は飛躍的発展をとげた。１９７０年代後

半から半導体や自動車など７０年代に大量生産されるようにな った商品を中心に輸出が強

化され，日本資本主義の世界市場への依存性が強化された。日本資本主義の生産力発展

による国際競争力の絶対的な優位性と世界市場依存性の高まりは，他の先進資本主義諸

国， とりわけアメリカとの貿易摩擦を激化させた。１９７５年頃からＯＰＥＣなどの石油産

出国や杜会主義国などへも輸出を増大した。以上のように目本資本主義は１９７５年以降の

戦後世界経済構造の変化，日本経済の再生産構造の変化に応じて貿易構造や国際分業関

係の再編を促した。また貿場摩擦の深化やＮＩＣｓの生産力の発展，そして日本資本の海

外進出の増大は世界経済の構造変化を促すとともに，日本の貿易構造や国際分業関係を

変化させることによっ て日本経済の再生産構造の再編を促している 。

　このようた戦後世界経済の構造変化，日本経済の再生産構造の変化に対応して独占的

鉄鋼資本を中心とする鉄鋼業は生産力を発展させた 。

　（２）鉄鋼業の生産力発展及び展開

　世界の粗鋼生産は１９５５年の２億９５００万トンから１９７４年の７億１０００万トソに急増した 。

１９７０年代後半から世界の粗鋼生産構造は，１９７４～７５年恐慌と長期不況のもとで変化する 。

粗鋼生産量は１９７９年の７億４７００万トソを画期として低迷し，ようやく８０年代中頃から回

復傾向にある。また粗鋼生産の地域的分布にも変化が見られる 。１９６０年代から１９７０年代

前半までの世界の粗鋼生産拡大は，ソ連と先進資本主義諸国，とりわけ日本鉄鋼業の生
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　　　主要国の粗鋼生産高

　　　　　　６１

（単位 ：１，Ｏ００ＭＴ）

暦　年 世界合計 日　本 アメリカ ソ　連 西ドイツ 韓　国 ブラジ ノレ

１９５５ ２９４ ，９２５ １０，２００ １１７，０００ ４９，５００ ２３，５００

一
１， ２５０

１９６０ ３４１ ，５００ ２２，１３８ ９Ｌ９２０ ６５，２９２ ３４ ，１００

■
２， ２６０

１９６５ ４５９ ，４００ ４１ ，１６１ １２２，４９０ ９１ ，０００ ３６ ，８２１

■
２， ９８３

１９７０ ５９５ ，２００ ９３，３２２ １１９，１３８ １１５ ，８６３ ４５ ，０４１

一
５， ４１２

１９７５ ６４７ ，０００ １０２，３１３ １０５ ，８１８ １４１ ，３２５ ４０，４１５ ２， ５３４ ８， ３０８

１９８０ ７１６，３００ １１１ ，３９５ １０１ ，４５７ １４７ ，９３１ ４３，４３８ ８， ５５８ １５，３０９

１９８５ ７１６，０００ １０５ ，２７９ ８０，０６８ １５４ ，５００ ４０，４９７ １３ ，５３９ ２０，４５６

１９８６ ７１５ ，０００ ９８，２７５ ７４ ，０３３ １６０，５３７ ３７，１３４ １４ ，５５５ ２１ ，２３３

１９８７ ７３４ ，０００ ９８，５１３ ８０，２６２ １６１ ，４００ ３６，２３５ １６ ，７８０ ２２ ，２３４

主要国の粗鋼見掛消費量

資料 ：鉄鋼統計要覧，各年版

　　（単位 ：１，０００ＭＴ）

暦　年 世界合計 日　本 アメリカ ソ　連 西ドイツ 韓　国 中　国

１９６５ ４５６，５００ ２８，５０４ １２８，０９５ ８６，７６４ ３１ ，６０８ ４２３ １４ ，２５８

１９７０ ５９４ ，０００ ６９，８８２ １２７ ，３０４ １１０ ，２４７ ４０，６０２ １， ０５０ ２０，３５０

１９７５ ６４４ ，３００ ６４ ，７３６ １１６ ，８２１ １４１ ，０３１ ３０，２６３ ３， １２０ ３２ ，０００

１９８０ ７１２ ，０４０ ７３ ，４４０ １１５ ，５９０ １５０ ，３３０ ３３，７８４ ４， ８９２ ４３，３４３

１９８３ ６４６ ，０８１ ５９ ，６４３ ９４ ，５２９ １５７ ，２６３ ２９ ，８３４ ８， ８７８ ５１ ，７３２

１９８４ ６９４ ，９４５ ６８，２７０ １１３ ，２７８ １５９，０８０ ２９，９３７ ８， ０５３ ５７ ，９１１

１９８５

一
６６ ，７２２ １０７ ，８０７ １５１ ，４８０ ２９，３３７ ８， ８２０ ６６ ，６２１

１９８６

■
６４ ，０４８ ９７．３０８

■
２９，５０５

１ 一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資料 ：鉄鋼統言十要覧，各年版

産力の増大によるものであ った。先進資本主義諸国の粗鋼生産は，１９７４～５年恐慌を契

機として減少傾向にある。とくにアメリカの粗鋼生産は７０年代前半に比べて約４０％も減

少した。１９７０年代後半以後の粗鋼生産の回復は，ソ 連などの杜会主義諸国と韓国，ブラ

ジルなどの発展途上国の増産による 。

　世界の粗鋼消費量は１９６５年の４億５７００万トソから１９７３年の６億９５００万トンヘと増加した
。

世界の鉄鋼消費構造も１９７４～７５年恐慌を契機として変化する 。１９７０年代後半から鉄鋼消

費は１９７４～５年恐慌後，急増，急減を繰り返し，１９８０年代中頃から若干増加傾向にある
。

地域構成の変化をみると ，１９７０年代前半までの粗鋼消費の増加は，おもに先進資本主義

諸国の消費拡大によるものであり ，とくに１９６０年代中頃まではアメリカが，１９６０年代後

半から１９７０年代前半までは日本や西 ヨーロッパの鉄鋼消費が増大した。しかし１９７４～７５

年恐慌とそれ以後の長期不況は，先進資本主義諸国の粗鋼消費を縮小させた。かわ って

杜会主義諸国や東南アジア諸国，中近東産油国が鉄鋼消費を増加させた。１９８０年代は先

進資本主義諸国，なかでもアメリカの鉄鋼消費量が７０年代前半に比べて約３０数％も減少

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６１）
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した。先進資本主義地域の鉄鋼消費量が世界に占める割合も ，１９７０年の６１％から１９８４年

の４５％に低下した。かわって１９７０～８４年の間に東欧杜会主義諸国は世界の粗鋼消費量に

占める割合を十６％，発展途上諸国のそれも十１６％（中国を含む東南アソア諸国十９％）増

加させた。杜会主義諸国や東南アジア諸国の鉄鋼消費はそれほど急増しているわけでは

なく ，先進資本主義諸国の鉄鋼消費の大幅な減少にともないシ ェアの増大とた ってあら

われているにすぎない。韓国やブラジルなど鉄鋼生産が急増している諸国の鉄鋼消費も

１９８０年代に入って増加と停滞を繰り返している。韓国，ブラジルなどの鉄鋼生産力の発

展は輸出に依存したものである。戦後世界の鉄鋼生産構造，消費構造の変化は，世界経

済構造の変化に対応している 。

　生産手段生産部門の早期確立という日本資本主義の要求と貿易自由化の進展は，国家

の援助を背景とした日本鉄鋼業の生産力 ・国際競争力の急速な増強を促した。戦後の日

本鉄鋼業は鉄鋼資本間競争の激化にも促されて，アメリカなど先進資本主義諸国からの

最新技術の導入によっ て数次にわたる徹底的な「合理化」（第１次合理化［１９５０～５５１， 第２

次合理化［１９５５～６０１，第３次合理化［１９６０～６５１）をおこない生産力を増強した。１９５０年代よ

りホット（コールド）ストリッ プミル，ＬＤ転炉，連続鋳造技術など最新鋭の技術が導入

された。また１９５０年代の大規模臨海製鉄所の建設を契機として ，２０００立方メートル以上

の大容量高炉が数多く設置された。とくに１９６０年代末からは５０００立方メートル以上の世

界最大級の高炉が設置された。また他の産業に先駆けて コンピ ューター による生産管理

が１９６０年代から導入された。省力化と杜外工制度の導入による徹底した人員削減，ライ

：／スタ ッフ制度，職長制度などによる労務管理強化，労働組合対策などによっ て生産力

発展に比べ極めて低い賃金を実現し，人件費を大幅に切り詰めた。日本鉄鋼業は，アメ

リカ資本の支配する世界市場からの輸入増大と１９６０年代中頃から海外の鉱山開発を進め

ることによっ て， 原燃料を安価に確保した。日本鉄鋼業は，１９５０年代から鉄源投入の前

処理工程を充実し，また１９６０年代の石炭価格高騰に際して石油を利用するなど，原燃料

の効率的利用をはかった。日本鉄鋼業は，アメリカの世界市場支配のもとで安価な原料

の確保と ，技術導入によっ て製銑，製鋼，圧延という鉄鋼生産の全過程において最新鋭

の生産設備を装備するなど生産力の急速な＝増強をはかり ，徹底した「合理化」による低

賃金，低 コストを実現し，７０年代前半までに国際競争力の絶対的優位を確立した 。

　１９７０年代中頃までの日本鉄鋼業の国際競争力の絶対的な優位性は，鉄鋼生産の生産性

を示す各種の指標によって明らかである。たとえぱ銑鉄生産１トソ当たりの コークス使

用量（ｋｇ）をあらわす コークス比をみると１９５５年にアメリカは８７３，西ドイツは９３３であ

（６２）
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るのに対して日本は７１４であ った。１９７０年にはアメリカ６３０，西ドイツ５５９，日本４７８（重

油４２リットル），１９７３年にはアメリカ５９７，西ドイツ４９４，日本４３８（６０リツトル）とな った 。

また出銑比は１９６０年の１ ．０９から１９７３年２．０４へと急速に向上した。また１時間当たり圧延

仕上がり量も１９５５年の厚中板３４ ．６ｔ／ｈ，熟間 ストリッ ブ１１９
．９ｔ／ｈ，冷間 ストリッ プ

２６ ・６ｔ／ｈから１９６７年の厚中板６３ ．６ｔ／ｈ，熱間ストリッ プ２６２ ．３ｔ／ｈ，冷間ストリツ プ５８ ．８ｔ／ｈ

へ向上した。庄）

　１９７４～７５年恐慌とその後の長期不況は，公共事業の削減などによる建設需要の減少
，

造船業の不振などによっ て大幅に国内の鉄鋼消費量を減少させ市場を狭めた。鉄鋼資本

は厚板など低付加価値品の生産縮小と表面処理鋼板など高付加価値品の生産拡大を図り

世界市場への依存をさらに強める。さらに活発化した日本資本の海外進出は国内の鉄鋼

需要を減少させ，日本鉄鋼業の世界市場への依存をより一層強めることにな った。先進

資本主義諸国を中心とした鉄鋼消費量の低下と ，先進資本主義諸国の資金，技術援助に

よっ て形成された高い生産性と低賃金に立脚した発展途上国との競合は，日本鉄鋼業の

もっ ていた国際的競争力の絶対的優位性を動揺させた。このような世界経済の構造変化

に応じて日本鉄鋼業は，生産能力の増加を抑制し鉄鋼販売価格を引き上げる一方で，徹

底した「合理化」を行い，国際競争力の強化を図ることになる 。人員を肖１」減するはか ，

コークス 比や重油比（１９７３年の６３リットル／ｔから１９８３年の０リットル／ｔへ）など燃料比の引

き下げや コークスガス，高炉ガスなどの副生ガスの効率的利用，１時間当たり圧延量の

向上や歩留まりの向上（普通鋼熟間圧延鋼材の歩留まり ：１９７２年８４．８％から１９８７年９５．４％へ）な

ど生産効率の急速な向上を図 った。このような１９７０年代後半の生産性の向上によっ て日

本鉄鋼業は，輸出比率を引き上げることによっ て生産量を維持した 。

　しかし１９８０年代に入ると世界的な鉄鋼需要の低迷と発展途上国における鉄鋼生産力の

増大は，日本鉄鋼業の生産量をますます縮小させた。韓国など発展途上国からの捧鋼な

どの低価格品の輸入増大は，鉄鋼資本間の国内市場における競争を一層激しくした。そ

の結果中小資本の倒産や営業不振が増加し電炉業界は１９７８年に構造不況業種に指定され

た。 また独占的鉄鋼資本も稼働率が低下し過剰資本の顕在化とコスト上昇による営業収

益の赤字といった状況に陥った。稼働率の低下は，コークス比などの燃料比の上昇や出

銑比，時間当たり圧延仕上がり量の減少などとしてもあらわれ，日本鉄鋼業の国際競争

力を支えてきた生産効率を悪化させた。５０００立方メートル級の超大型高炉に代表される

日本鉄鋼業は，相次ぐ「合理化」によっ て減価償却費や金融費などが コストを引き上げ

る一方で，大規模生産による コスト切り下げが困難にな っている 。

（６３）
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普通鋼圧延鋼材品種別生産高 （単位 ：１，０００ＭＴ）

熱　間 冷　間 表面
（参考）

暦　年 合　計 棒形鋼 厚中板
薄板類 薄板類 処理鋼板

亜鉛 メツ 鋼　管 特殊鋼

キ鋼板 圧延鋼材

１９５５ ６， ８１０ １， ９９４ １， ６８１ ５００ ４４６ １８１ ６５ ４４５ ３１９

１９６０ １５ ，６７５ ４， ６５６ ３， ４４９ ７３８ １， ８８９ １， ３８８ ９３８ １， １６８ １， １７０

１９６５ ３０，０３４ ９， １５７ ５， ７０１ ２， ２７４ ３， ６２２ ２， ３０６ １， ４３０ ２， ９６８ ２， ４１２

１９７０ ６６ ，６９１ １６，９２８ １３，６５３ ７， ７６４ ９， １５２ ５， １１７ ３， ６８９ ７， ０９８ ７， ３８１

１９７５ ７６，５１４ １８，７５５ １６，３２２ ９， ９２５ ９， ８４０ ６， ３４０ ４， １８６ ７， ７９９ ７， ９５５

１９８０ ８７ ，２２７ ２４，７１６ １１ ，２３５ １１ ，１１１ １２，６３４ ９， ６２５ ６， ５８６ ９， ５５８ １２，６７３

１９８５ ８１ ，４２９ ２４，２５９ ９， ８０７ ８， ６６９ １１ ，５１６ １１ ，７０３ ８， ２７３ ８， ３４０ １６，０９５

１９８６ ７６，９１３ ２３，０３１ ７， ９１５ ７， ９６０ １１ ，０１４ １２ ，１６１ ８， ７２７ ７， ７２３ １４，４７５

１９８７ ７７ ，６０５ ２３，４３１ ７， ７０５ ７， ７７２ １０，９９８ １３，５７６ ９， ８３６ ７， ２５５ １４ ，３００

資料 ：鉄鋼統計年報，各年版

　１９８７年に独占的鉄鋼資本も「産業構造転換円滑化臨時措置法」の適用をうけ，高炉の

休止，製鉄所の閉鎖，大幅な人員削減などを含む徹底的な「合理化」計画を実施するこ

とにな った。そして日本鉄鋼業は高付加価値品生産の比重を高め，技術革新によっ て新

たな商品の開発に取り組むほか，過剰資本の処理として多角化を打ち出すなど新たな展

開を遂げようとしている。また日本鉄鋼資本は，アメリカでの現地生産の開始など国際

的な鉄鋼生産をめぐる分業体制の再編を促している 。

　目本の粗鋼生産量は戦後から１９７０年代前半まで増加傾向にあ った。とくに１９６０年代後

半から急増する。１９７４～５年恐慌以後は多少変動しながら減少傾向をたどり１９８０年代に

は１億トノを割り込むようにな った。普通鋼圧延鋼材の生産高も同様の経過をたどり

１９７３～４年の９０００万トソ前後から減少傾向にあり１９８０年代は７６００万～８１００万トンに低迷

している。鋼種別にみると１９７０年代前半までの鋼材生産量の拡大は，とくに厚中板や熱

間圧延薄板類をはじめとする鋼板類の生産拡大によるものであり ，７０年代後半からは ，

厚中板や熱間圧延薄板類などが減少し，亜鉛 メッ キ鋼板などの表面処理鋼板の生産が増

大傾向にある。これは，恐慌を契機に造船，建設などの生産が停滞し，電機や自動車と

いっ た産業の生産が拡大するなどといった日本の再生産構造の変化に対応している 。

　日本の鉄鋼生産の構造変化は，日本鉄鋼業の生産力発展の必然的結果であるとともに ，

日本経済の再生産構造の変化に対応したものあり ，また戦後世界経済の構造変化，国際

分業関係の変化に対応したものでもある。では戦後の世界経済構造の変化や日本経済の

再生産構造の変化，日本鉄鋼業の生産力発展のもとで日本の鉄鋼貿易はどのような変化

を遂げたのであろうか 。

（６４）
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注）これらの数値は『鉄鋼統計年報』およびｒ鉄鋼統計要覧』各年版による
。
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皿． 鉄鋼貿易の構造とその再編

　前章において，世界経済の構造と日本貿易の構造を概観した。皿 ．Ｗ
’．

ではこうした世

界経済，日本貿易の変化の中で鉄鋼業はどのように再編し，また鉄鋼貿易にどのような

影響を及ぽしたかを検討する 。

　（１）１９５０年代

　１９５０年代における鉄鋼輸出は，毎年ほぽ２００万トン前後であ った。輸出比率も１９５５年

の２４．５％から１９６０年には１３．５％に低下する。また世界の鉄鋼輸出に占めるシ ェアをみる

とアメリカは１９５５年の１４．２％から６．８％へと急激に低下したのに対し西ドイツは１９５５年

の９．９％から１９６０年の１９．８％へと急激に増大させた。しかし日本は１９５５年の６．８％から

１９６０年の５．７％へと低下した。これは，とくに１９５０年代後半にはい って世界の鉄鋼生産

をめく“る国際的分業関係が変化しつつあったことを示している。すなわちアメリカは ，

各国が戦後の経済復興を遂げ鉄鋼生産力を増強していくにつれて鉄鋼生産をめぐる国際

分業関係の規制者としての地位を急速に失いつつあ った。一方で戦後の経済復興とＥＣ

共同市場の成立をテ コに生産力を急速に発展させた西ドイツおよびベルギ ー・ ルクセン

ブルグ（ベルッ クス）などが国際競争力を強化し新たに国際分業関係の再編を促すよう

にな った 。

　１９５０年代後半はいわゆる高度成長期にはいった日本経済が生産手段生産部門の確立を

目的とした戦後再生産構造の再編に取り組みはじめた時期にあたる。急増する国内需要

は鉄鋼価格を引き上げ鉄鋼資本にとっ て有利な市場であ った。１９５０年代の鉄鋼資本は生

産力を高めつつある途中であり ，生産能力も国際競争力も最大の鉄鋼消費地である欧米

への輸出を増大するには十分でなか った。ゆえに価値実現の場としての世界市場への依

存率が低かった。さらに日本鉄鋼業が欧米資本主義諸国の技術や資本に依存することに

よっ て「合理化」を推進し生産力の発展を遂げつつあったことや国内の生産基盤か確立

していなかったために国内で不足する鋼材をアメリカから輸入しなければならなかった

こと ，輸出も欧米ではなく不安定な発展途上国が中心であ ったこと ，などから日本の鉄

鋼生産及び貿易は欧米先進資本主義諸国によっ て形成された国際分業関係の変化に影響

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６５）
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　　　　　　　　　　　戦後日本の鉄鋼貿易について（茶谷）

を受けるものの，その再編を促すまでにはいた っていなかったと考える 。

６７

　（２）１９６０年代から１９７０年代前半にかけて

　１９６０年代前半までの合理化政策の結果，世界最高水準に達するほどに生産力を発展さ

せた日本鉄鋼業は１９６０年代に鉄鋼輸出を増加し貿易構造を変化させる
。

　１９６０年代から１９７０年代はじめまでに鉄鋼輸出は１９００万トン増加した。とくに１９６０年代

後半から１１７０万トン増加した。鉄鋼生産に占める輸出の割合も１９６０年の１３．５％から１９６５

年には２８．８％へ高まり ，１９６０年代後半から１９７０年代初めにかけてほぽ２５～２９％を占めた
。

また世界の鉄鋼輸出に占めるシ ェアも１９６０年の５．７％から１９６５年の１６．０％，１９７３年の

２２．２％へと急増した。１９６０年代の日本の鉄鋼輸出の増大は，世界の鉄鋼貿易量の拡大テ

ソポ（１９６０～７３年までに２．８倍）を上回るもの（同期間に１０倍）である。日本の鉄鋼輸出が増

大する一方で他の先進資本主義諸国の輸出シ ェアの低下がみられるようにな った（西ド

イツは１９６０年の１９．８％から１９７３年の１５．４％へ，ベルックスは同期間に１９．１％から１４．３％へ，アメリ

カも６．８％から３．３％へ）。 日本鉄鋼業は１９６０年代から１９７０年代前半にかけて鉄鋼輸出量を

急速に増大させるだけでなく ，国際競争力の絶対的な優位性を確保し世界の鉄鋼生産を

めぐる国際的分業関係の再編を促すようにな った 。

　鋼種別にみると厚板は１９６８年に１９２万トンで輸出比率も２１％であ った。１９７０年には２９６

万トソで２０％，１９７３年には３６３万トンで１９％を占めていた。熱間薄板類は１９７０年に６００万

トンで２２％，１９７３年に７１９万トンで１７％を，冷間圧延薄板類では１９６５年に１１６万トンで

３２％，１９７０年に２８３万トンで３１％を，鋼管類は１９７０年に２６５万トソで３５％，１９７３年に２９７

万トンで３１％を占めていた。世界の総輸出量におけるシ ェアをみると ，厚板は１９６８年に

２４％を１９７２年に２７％を，鋼管では１９６８年に２６％，１９７２年に２８％を占めている注） ６０年代

にほとんどの鋼種の輸出比率が増大し世界市場への依存が強まっ た。 なかでも冷間圧延

薄板類や鋼管類の輸出量はとくに急速に増大している。６０年代から７０年代前半にかげて

日本鉄鋼業は高付加価値商品の輸出を拡大しつつ全商品にわたって国際競争力の絶対的

な優位性をもっ ていた 。

　輸入は１９６０年の１２４万トンから１９７０年の３１６万トソヘ急増するが１９７０年代前半に急減す

る。 そのほとんどは南アフリカやインド，ソ 連， 東ドイツなどから輸入された銑鉄であ

る。 高度成長下での国内の鉄鋼需要や輸出の増大は銑鉄を不足させた。日本鉄鋼業の国

際競争力の絶対的な優位性は，鉄鋼供給量の相対的不足も鋼材輸入ではなく ，くず鉄よ

りも安く原料に近い銑鉄を輸入し国内で製鋼圧延することを可能にしたと考える 。１９７０

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６７）
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　主要国の鉄鋼輸出シ ェア （単位 ：１，ＯＯＯＭＴ，％）

各国の輸出シ ェア

暦年
世界輸出 報告
計 国　数 日　本 アメリカ 西ドイツ

ベネル
クス

ＥＣ１０ ＥＣ域外 韓　国 ブラジル

１９５５ ２６，１２１ １８ ６． ８ １４ ．２ ９． ９ ２１ ．１

一 ■ ■ ■
１９６０ ３９，６２８ １９ ５． ７

６． ８ １９ ．８ １９ ．１

． ｉ ■ 一
１９６５ ５９，５４３ ２６ １６ ．０ ３． ８ １６ ．Ｏ １６ ．０

’ ’ ’ ■
１９７０ ８７ ，８８５ ２８ ２０ ．０ ７． ３ １３ ．７ １４ ．３

一 一 一 ．
１９７５ １１１ ，６８６ ３７ ２５ ．９ ２． ５ １４ ．５ １１ ．３ ４５ ．３ ２４ ．５ Ｏ． ９

０． １

１９８０ １３６，３００ ３７ ２１ ．８ ２． ８ １４ ．０ １０ ．Ｏ ４３ ．１ ２０ ．８ ３． ４
１．

１

１９８５ １５９，１００ ３７ １９ ．８ ０． ５ １２ ．６ ７． １ ３８ ．８ ２０ ．６ ３． ６
４． ５

１９８６ １５１ ，３００ ３７ １９ ．０ ０． ６ １１ ．９ ７． ８ ３９ ．３ １９ ．２ ３． ９
４． １

１９８７ ｅ１５０，２００ ３７ １６ ．７ Ｏ． ７ １２ ．０ ８． １
’ ■

４． １
一

　注）　ｅ は推計値　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資料 ：鉄鋼統計要覧，各年版

年代初めに５０００立方メートル級の高炉が相次いで稼働し銑鉄輸入は減少する 。

　国別地域別にみてみると１９６０年代は各地域で輸出量が増大していると同時に各地域の

鉄鋼輸入に占める日本の輸出シ ェアも大きくなる。なかでもアメリカ向けが日本の鉄鋼

輸出に圧倒的な割合を占める。アメリカ向け輸出は１９６０年に４８万トンであ ったが１９６０年

代前半に急増し１９６５年には４１５万トソで１９７０年には５５９万トンとなり ，日本の鉄鋼輸出量

に占める割合も１９６０年の２０％から１９６５年の４３％へ そして１９７０年の３２％，１９７２年の３０％

へと変化している。鋼種別にみると１９６８年の北米向け輸出は，熱延，冷延鋼板類や表面

処理鋼板などの薄板類では輸出量の約半分を，厚板では６０％以上を，鋼管では４４％を占

めている。１９６８年におけるこれらの鋼材の世界の輸出量に占める北米市場の輸入シ ェア

は厚板２３％，薄板３０％，鋼管２２％と非常に大きな割合を占めていたが，１９７２年になると

厚板１２％，薄板２３％，鋼管１８％へと減少する。そして日本の輸出に占めるシ ェアも厚板

２３％，薄板３０％，鋼管３６％へ低下する。しかしアメリカの輸入量に占める日本の輸出シ

ェアは，厚板，薄板，鋼管ともに依然として約半数を占めていた 。

　西 ヨーロッバ向け輸出は１９６０年２．５万トン ，１９６５年も３５万トソにすぎなかったが，６０

年代後半に増大し１９７０年には２２６万ト１■とな った。日本の全輸出に占めるシ ェアも１％か

ら４％，１３％へと急増した。鋼種別にみると厚板では１９６８年に１ ．９３％，１９７２年に２１
．５７％

を占め，薄板では１９６８年に３２５％，１９７２年に１４０４％，鋼管も１９６８年に２０９％
，１９７２年

に５．６６％へといづれの種類においても西 ヨーロッパのしめる比重は大幅に増大している 。

世界の輸出に占める西 ヨＩ ロッパの輸入シ ェアは厚板では１９６８年に５５
．３７％，１９７２年に

４７．８６％を，薄板では１９６８年に３７．８３％，１９７２年に４１．５７％を，鋼管では１９６８年に２７
．９７％

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６８）
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１９７３年に３３．１２％と極めて大きな割合を占めている。西 ヨーロッパの輸入に占める日本

の輸出シ ェアも厚板では１９６８年に１ ．９３％，１９７２年に５６．０３％を，薄板では１９６８年に
７． １１％，１９７２年に２５．９４％を，鋼管では１９６８年に２．８％，１９７２年に１０．７９％を占めるよう

にな った。西ドイツやベルックスなど伝統的な鉄鋼輸出国が多いなかで日本の輸出が拡

大していることは日本鉄鋼業の国際競争力の世界的な優位性を示している
。

　以上，先進資本主義諸国への輸出は１９６０年代に急速に増大し全体の約半数を占め先進

国地域の輸入に占める日本の輸出の割合も高まっ た。１９６０年代前半のアメリカヘの輸出

の急増は輸出自主規制を余儀なくさせた。しかし鉄鋼資本は西 ヨーロッパヘの輸出を増

大することによっ て市場転換をはかり１９６０年代後半も引き続き輸出量を増大させること

ができた。発展途上地域への輸出は全体に占める割合こそ約５０％に低下したが絶対量と

しては増加した。１９６８年に中国を含めた発展途上地域への日本の輸出は１４４３万トソで
，

同地域の全輸入量に占める割合も３５％にのぽる。鋼種別にみると厚板では２４２万トンで

４３％，薄板では３２３万トノで５６％，鋼管では２４２万トンで３６％を占めていた
。

　発展途上諸国の経済発展は鉄鋼需要を増大し日本からの輸入を増大した。発展途上地

域への輸出増加は日本の援助政策とも深く結び付いていた。日本の鉄鋼輸出の約３５％が

民間または公的協力によるものであ った。１９６６～７年では発展途上国向け輸出の実に

５０％以上が経済協力関連の輸出であ った 。

　日本の鉄鋼輸出の急増は先進資本主義諸国の鉄鋼消費の増大や国際競争力の絶対的な

優位性の確立を背景に先進資本主義諸国への輸出を増大させたことだけでなく ，資本の

自由化による繊維資本を中心とした海外進出や日韓協約など日本資本主義の海外膨張の

開始によっ て発展途上国向げ輸出が促されたことによる 。

　１９６０年代前半の不況を契機として日本鉄鋼資本は，商品の約３分の１の価値実現を世界

市場に依存せねばならなくな った。１９６０年代後半から日本鉄鋼資本は世界市場戦略を念

頭においた蓄積様式を展開する。それは輸出市場の多角化だけでなく ，日本鉄鋼資本の

海外進出をも意味する。日本鉄鋼業は１９６０年代から原料確保目的だけでなく市場確保を

目的とした海外進出を開始する。当初はオーストラリア，ブラジルなどにおける鉱山開

発や焼結鉱の生産など安価な原料の安定的確保が目的であ った。やがて発展途上国の経

済建設に必要とされる鋼材の加工を行うことを通して発展途上国の鉄鋼消費を促し，こ

れらの諸国への鉄鋼輸出を増大することを目的とする海外進出も増加する。また日本鉄

鋼資本はウジミナス，浦項など発展途上国の鉄鋼生産に資本輸出や技術移転を行う 。こ

れは厚板や熱間圧延薄板などの低付加価値品の生産に限られており ，６０年代後半から輸

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６９）
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　　　鋼材品種別輸出量 （単位 ：１，０００ＭＴ）

鉄　鋼
普通鋼 棒形鋼 厚中板 熱間鋼板 冷延鋼板 亜鉛 メツ 鋼　管 特殊鋼圧

合　計
圧延鋼材 類（帯鋼 類（帯鋼 キ鋼板 継目無 延鋼材

を含む） を含む） 鋼　管

１９５５ １， ９８９ １， ４０３ ３７０ ２５１ ８０ ５１ ２８２ ８４ ７６ ４０

１９６０ ２， ３１３ ２， １７７ ３３９ ２９３ １９８ ２３３ ３１７ １９４ ９７ ４９

１９６５ ９， ６７４ ８， ２２６ １， ３０７ １， １３９ １， ５０１ １， １８７ ５６６ １， １７５ ３０４ ３４６

１９７０ １７，５４０ １５，２２５ １， １００ ２， ８８２ ３， ３９６ ２， ８９５ １， ００９ ２， ８９５ ７６３ ８９８

１９７５ ２９，５４１ ２５，１０２ ３， ７６０ ４， ０９５ ４， ９５４ ３， ５４１ １， ２１１ ４， １２２ １， ４０２ １， ２４７

１９８０ ２９，８５９ ２７，３０５ ４， ６７１ １， ７２４ ４， ５８０ ４， ７３５ １， ７０３ ６， ０７７ ２， ８２３ １， ５９１

１９８５ ３２，８６４ ２８，４１７ ５， ０６７ ２， ８６８ ３， ３１４ ４， ９４７ ２， ４９１ ６， ２０５ ２， ９８７ ２， ２３０

１９８６ ２９，９３４ ２５，７１９ ２， ７８７ ２， ３７３ ３， ２６１ ５， ３８９ ２， ４４９ ５， １７０ ２， ３４２ ２， ２９２

１９８７ ２５，３５８ ２２，３０７ １， ７５４ ２， ００９ ２， ９２６ ５， ６９２ ２， ７２４ ３， ６７６ １， ９７３ ２， ２３５

　　　　　　　　　　　　資料 ：通商白書，鉄鋼統計年報，各年版

鋼材吊種別輸入量　　（単位 ：１，Ｏ００ＭＴ）

鉄　鋼 銑　鉄 棒形鋼 厚中板
熱延広

合　計 幅帯鋼

１９５５ ８２ １９ ２ ５
一

１９６０ １， ２４０ １， ００１ ４８ ５１

■
１９６５ ２， ６６３ ２， ６３０ ２

一 ’
１９７０ ３， １６３ ２， ８９５ ２２

一 ■
１９７５ ６０８ ４０８ ５ ３ １６

１９８０ ２， ４２７ ７８１ ５ ６５６ ８１

１９８５ ４， ４７４ ７４８ ３４ ８４１ １， ３２１

１９８６ ５， ２４７ ９６８ ８６ ９４２ １， ４３１

１９８７ ７， ４６５ １， ４４４ ３１５ １， １０６ ２， １２５

　　　　　　　　　　　　　　　　資料 ：通商白書，鉄鋼統計年報，各年版

出が増えてきた冷間圧延薄板類や継目無鋼管などの高付加価値品が除外されていた。世

界的な鉄鋼消費の拡大下で発展途上国の経済建設のために必要な鋼材が不足するという

予測と日本の環境問題の深刻化に対応して総資本体制でなされた発展途上国の鉄鋼生産

への資本輸出，技術参加は，発展途上国鉄鋼資本との国際分業関係を形成し，発展途上

国の経済発展を促し高付加価値品を中心とした日本の輸出市場拡大をもたらすことを期

待されていた 。

　１９６０年代から７０年代前半にかけての目本の鉄鋼資本は国際競争力の絶対的優位を背景

として貿易を拡大し国際分業関係の再編を促した。日本の鉄鋼貿易の増大や海外進出は

アメリカの生産力鈍化や発展途上国の生産力発展を促し１９７０年代の戦後世界経済の構造

変化を促す要因の一端を担うことになる。また日本鉄鋼資本も世界市場への依存性が強

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７０）
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まり世界経済の構造変化や国際分業関係の変化によっ て影響を受けやすくなり世界市場

の変化に応じた蓄積様式の変更を強いられることになる 。

注）ｍ ．１Ｖ．の文中にある薄板，厚板，鋼管に関する「世界（各地域）の輸出の向け先別 シェ ア」 ，

　「日本の輸出の向け先別 シェ ア」，「各地域における日本のシ ェア」の数値は，『鉄鋼十年史』

　（昭和４３年～昭和５２年版及び昭和５３年～昭和６２年版）による 。

ＩＶ

．１９７０年代後半以後におげる鉄鋼貿易の特徴

　１９７４～７５年世界恐慌を契機として戦後世界経済，国際的分業関係は先進資本主義諸国

の不況による鉄鋼需要の停滞やＮＩＣｓの台頭，産油国の経済建設と停滞などにあらわさ

れた発展途上諸国間の不均等発展，発展途上国の鉄鋼生産と輸出強化，先進国資本の海

外進出など構造的な変化を遂げた。日本の鉄鋼貿易は，このような戦後世界経済の構造

変化，鉄鋼生産をめく“る国際分業関係の変化に対応した日本鉄鋼資本の国際的な蓄積 ；

再生産運動の態様の再編成によっ て不安定かつ複雑な構造に変化した 。

　１９７０年代中頃以後の世界の鉄鋼貿易は世界的な長期不況のもとで１９７５年の１億１０００万

トンから１９８０年代中頃には１億５０００万トソにまで増大した。その中で日本の鉄鋼輸出は ，

１９７６年の３６３８万トンから１９８７年の２５３６万トソまで減少する。世界輸出に占める日本のシ

ェアも１９７５年の２５．９％から１９８５年には２０％台を割り込み，１９８７年の１６．７％へと１０％も低

下する。他の先進資本主義諸国も輸出量の減少，またはシ ェアの低下といった傾向にあ

る。 アメリカもシ ェアが１９７５年の２．５％から１９８７年にはＯ．７％にまで低下した。また西ド

イツも１９７５年の１４．５％から１９８０年代中頃には１２％へ ベルックスも１９７５年の１１ ．３％から

１９８０年代中頃には７～８％程度へ，ＥＣ１０ヶ 国の鉄鋼輸出は１９７５年の４５．３％から１９８０年代

中頃の３９％前後の水準へ，ＥＣ諸国の域外輸出では１９８５年の２４．５％から１９８０年代中頃に

は２０％前後までそれぞれ低下した。１９７０年代中頃以後，世界の鉄鋼貿易は先進資本主義

諸国の占めるシ ェアが大幅に低下するのに対して韓国やブラジル，スベインなどとい っ

た発展途上国の輸出量が増大し世界の鉄鋼輸出に占めるシ ェアも上昇する 。韓国は１９７５

年にＯ．９％から１９８０年代中頃には４％へ上昇した。ブラジルも１９７５年のわずか０．１％から

１９８０年代中頃に約４％の輸出シ ェアを占める 。スベイ１■も１９７５年の１．４％から１９８０年代中

頃の４％前後へとシ ェアを高めた。日本鉄鋼業は１９７５年から１９８５年まで輸出比率が約

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７１）
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３０％と ，１９７４～５年恐慌を契機としていわ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　盲三

ゆる輸出ドライブをかけ，より一層世界市
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　亀
場に依存性を強めた。しかし発展途上諸国　耕

の鉄鋼生産及び鉄鋼輸出の増大と世界的な　
臼二

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に

競合関係の激化，国際分業関係の変化によ　８

つて日本鉄鋼業は世界の鉄鋼消費里か増大　竪
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　始
しても輸出を増大することができず，生産
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　；＼
量の拡大 ・維持が困難にな った。輸出量の　 ム
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８
減少に応じて日本の鉄鋼輸出比率は１９８７年　？
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　曲
に２０％を割りこみ，鉄鋼生産量も縮小した。雫

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　迫　鋼種別にみると低付加価値品である形鋼　 糾

や棒鋼，厚中板，熱延薄板類の輸出が１９８０

年代にはいって大幅に減少しつつあるのに

対し，亜鉛 メッ キ鋼板などの表面処理鋼板　連

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　壇や冷延薄板類，継目無鋼管などの高付加価　迫

値品の輸出が若干増加傾向にあるかもしく　
；田ト

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◎
は停滞している。たとえぱ厚中板は１９７８年　珊

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　←
に２７１万トソから１９８７年の１３５万トソまで減　；

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　“
少した。また熱延薄板類は１９７８年の５２６万　塒

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　甑
トソから１９８７年の２５９万トンヘ減少した。　黒

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　載棒鋼は１９７８年に１５２万トンから１９８７年の４０　Ｑ

万トソに減少した。これに対し冷延薄板類固
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　輯
は１９７０年代後半に輸出量が急増し１９７５年の　刈

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　粁
３４３万トンから１９８７年の５５６万トンに増加す　 ロユ

る。 亜鉛 メッ キ鋼板も１９７５年の２３７万トン

から１９８７年の４２８万トソに急増する。世界

の輸出における日本のシ ェアを鋼材別にみ

ると厚板では１９７６年の３４．６％から１９８０年代

もはぼ２０％強にまで低下する。薄板では

１９７６年の４１％から１９８０年代のほぽ３０～３５％

まで低下する 。鋼管も１９７６年の３３．５％以後 ，

一一〇〇 ，■一１ｕつ◎ト．
坦 寸○つＮ（◎Ｎｌ」つ◎◎
ｃ、一ｃ、◎ｏう寸（ｏ
＾　　　　一　　　　＾　　　　一　　　　　●　　　　●　　　　●

ｃ、寸（◎○つｕつトｄつ
耕 ○つ寸ｏ）トー（◎ｕＯ１」つ

く

Ｆ■ｏｏ◎トト．◎うＮ
程 竪含 一◎◎）ト．ｕつ◎ 寸的ト．（）

一
始９韓

其 哀 ○つ◎うＬＯ寸◎）◎◎◎
咽 卜（）トー◎（◎◎う

黒 一ｕ○（◎ｕＯｕ○
＾　　　　●　　　　　■　　　　●

ｕつｏつ○つ◎う
劇 軸 一一一
出

ｕ○◎寸ｕＯｄつ◎◎卜
霧 壇 ◎ト．ｏつト．ｏ）ｃ、寸卜◎）ｏう的“つｃ、一

●　　　　‘　　　　‘　　　　一　　　　●　　　　●　　　　一

婿 ◎◎つ寸ｏつ◎う（◎◎う
糾 （◎寸ト．◎◎卜ｕつｕ○

拘 …目

○つ寸寸一◎一一程 曝ａ ◎寸◎ｏト・◎◎一〇〇ｏ）（◎Ｎ○つ（◎◎◎う
○ ●　　　　●　　　　●

嫡５ ◎トーＬＯＬＯ◎◎Ｏ韓 一一ＬＯＯうＮ◎（１）
一一一一

哀
（◎○つ寸◎◎ト・寸榊 ｏ）一寸寸ｏう◎◎ｃ、卜（）ｏｏ １■■

のト．ｏつ●　　　　　■ ＾　　　　・

一寸（◎（◎ＬＯト・的
軸 一一一一

◎）◎ｏ○寸ＮＮ◎）
垣 ｓ萬８ら竃霧富

●　　　　一　　　　一　　　　一　　　　●　　　　＾　　　　＾

ト．◎◎的ｕつｕつｏ◎寸
糾 一寸◎（◎（◎ＬＯＬＯ

一
＜

寸ｕつ（ｏｕＯｃ，ｕつ寸
程 蝿冨 ◎つ◎つ寸寸◎寸卜一○つｏつ（◎一（ｏ○つ

一
●　　　　＾　　　　・　　　　・

端９ Ｆ－Ｎ◎つ◎寸ｕつ
斡 （◎（）◎〇一

一 一

柘 哀 ト．く◎Ｌ〇一１」つＯ○（◎
咽

ト． ト．

一◎、一ト（ｏｃ，ｃ、（◎ｃ、○つ一
　●　　　　　●
◎）ＬＯ寸一く口 蟻 一一Ｎ

卜◎卜◎卜１」○ｏつ
黒 里 （）Ｎ◎）Ｎ◎）○つｏ）

ｏｏ卜（◎ｃ、◎◎一○つ

６寸一一６６ド耕 寸ｕつ的◎◎）トト．一
嶺 誼

ＬＯＮ◎）◎◎一◎卜
鐸 蝪ａ 寸◎う◎）卜・Ｈ○つト◎う一〇）ト．ｕつ寸ト■

Ｏ
噸５

　　●　　　＾　　　●　　　一　　　・
ト．ｕつ寸寸ｃ，ｕつ（◎

樽 ｃ、卜的◎う（◎卜
一一一一

哀 ｕＯｕつ（）］つ一ト．一
刺 ○う◎）◎ＯＬＯ卜◎◎寸
ｕつｕつ一ＮＮｕ○◎◎
一寸◎うｏ◎◎）○つｃ、

軸 Ｈ－ＮＮ

廿 ｕ○◎ｕつ◎１」つ（◎ト．
（◎トト・的ｏ◎◎◎◎◎ｏ）ｏ）◎）ｏ，ｏうｏ）◎）

幽 一１・■Ｆ．．，■ｉ１－Ｆ■一

塁
廿
如

聯
廿
応

鵡
鵯
誌

榊
皿
裡
煩

交
組

（７２）



　　　　　　　　　　　　戦後日本の鉄鋼貿易について（茶谷）　　　　　　　　　　７３

１９８０年代もほぽ３３％前後にとどまっ た。 日本の低付加価値品の輸出は絶対量だけではな

くシ ェアも低下した。日本の厚板輸出はとくに北米，西 ヨーロッパでシ ェアを大幅に低

下（１９７０年代中頃の約５０％から１９８０年代には数％へ低下）した。薄板でも北米の輸入に占める

シェ アが１９７０年代中頃の６０％から１９８０年代には３０％台へと大幅に低下した。また鋼管類

でも北米市場の輸入に占めるシ ェアは１９７０年代中頃にくらべ半減（２７％）している。北

米市場向けの日本の輸出シ ェアの低下は日本の鉄鋼輸出自主規制によるだけでなく ，後

にみるように目本鉄鋼業がもっ ていた国際競争力の優位性の動揺によるものである。表

面処理鋼板の輸出の増大はアメリカや中国，東南アジアヘの輸出の拡大によるものであ

り， 冷延薄板類の輸出は，中国や東南アジアヘの輸出の拡大に支えられたものである 。

これらの品目においても輸出を拡大した地域以外では輸出量が減少しつつある 。日本の

鉄鋼輸出は特定の鋼種を特定の地域に輸出するとい った偏った構造に変化した。表面処

理鋼板や冷延薄板類の東南アジア向け輸出の拡大は東南アジア諸国の経済発展，とりわ

け機械機器の生産拡大によるものである。東南アジア諸国での機械機器生産の拡大は日

本資本の海外進出によっ て促されたものである。また表面処理鋼板のアメリカ向け輸出

が拡大は日本の電機資本や自動車資本が現地生産を開始したことに対応している。この

ように現在，輸出が増加傾向にある商品も日本資本の海外進出ときわめて密接な関係を

もっ ている。厚板や熟延薄板類，俸鋼など低付加価値商品は，韓国などの発展途上国の

主要輸出品である。低付加価値商品は現在の鉄鋼輸出において未だに大きな比重を占め

ている。韓国の鋼材輸出は厚板，熟延薄板類，鋼管などでも１００万トン前後であるが ，

日本の輸出価格よりも１０～３０％安い。韓国などの鉄鋼輸出は，圧倒的な国際競争力の優

位性をもっている。韓国など発展途上国の鉄鋼生産は１９７０年代に日本などの先進国資本

によっ て促された。韓国などの発展途上国の鉄鋼生産の国際競争力は高い生産性以外に
，

発展途上国が固有に有する「低賃金」構造などの構造的要因によっ て強められていると

思われる 。

　特殊鋼の輸出は１９７０年代中頃より増加傾向にあり１９７５年の１２５万トソから１９８７年の２３７

万トンとな った。鋼種別にみるとステンレス 鋼は１９７８年の５３万トノから１９８７年の７７万ト

ンに，機械構造用炭素鋼が１９７８年の１７万トンから１９８０年代半ぼには約３０万トンにまで増

加している 。国別地域別では東南アジア向けが１９７８年の５３万トンから１９８７年の１１５万ト

ンに増加する 。とくに韓国と台湾向けの輸出が１９７８年にそれぞれ１８万トン ，１４万トンか

ら１９８７年の４０万トソ，３７万トンヘと急増した。中国も１９７８年の２９万トンから１９８０年中頃

の５０万トン前後へ増加させた。しかしソ 連向けが同期問内に約５０％，アメリカ向けが約

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７３）
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１５％と大幅に減少した。日本資本によっ て促された東南アジア諸国における機械機器生

産の発展は，特殊鋼消費を増大し日本からの輸入を増大させた。特殊鋼の貿場構造にみ

られるように鉄鋼生産をめくる国際分業関係は，国際腕争力などの要因以外に各国民経

済における鉄鋼需要産業の再生産の態様や需要産業か生産する商品の市場分布，国際的

分業関係が変化することによっ ても再編する 。

　韓国鉄鋼業をはじめとする発展途上国は，同種商品で日本よりも競争上優位にある 。

１９７０年代後半以後，発展途上国からの普通鋼鋼材の輸入か増大する 。１９７５年の鉄鋼輸入

量は，６１万トソで，その内，４０万トンが銑鉄類で，普通鋼最終鋼材は２万トンに過ぎな

かっ た。 しかし１９８７年には鉄鋼輸入７４７万ト１／のうち普通鋼鋼材は，４４４万トノと鉄鋼輸

入の大半を占めるようにな った。普通鋼鋼材を鋼種別にみると ，厚板，熱延 コイル（再

圧延用），広幅帯鋼と棒鋼を中心とした条鋼類が大きた割合を占めている。なかでも熱

延コイル（再圧延用）や広幅帯鋼は１９７０年代中頃までほとんど輸入されていなかったが ，

１９８０年代にはい って急増し ，１９８７年には２１２万トンにな った。輸入先は韓国が大半を占

めており ，ほかに台湾，ブラジルなど発展途上国からの輸入も増大している。また高付

加価値品の輸入もまだ輸出量には及ぱないものの若干増加している。たとえぱ亜鉛表面

処理鋼板で，１９８０年代はじめまで１万トンに遠く及ぱなかったが，１９８７年には韓国から

の輸入を中心に４万トソに増加している 。特殊鋼では１９７８年の１万トソから４万５０００トソ

に増加している。特殊鋼輸入でも伝統的な輸入先であるアメリカや北 ・西 ヨーロッパ諸

国以外に韓国からの輸入が増加している。韓国からの輸入は，１９７８年では全特殊鋼輸入

の１３％にすぎなか ったが１９８７年に４７％を占めている 。

　国別地域別にみると１９７０年代後半はアメリカ ，西 ヨーロッパ，中南米向け輸出が停滞

または減少傾向となるが杜会主義国圏や中近東向け輸出を拡大することによっ て輸出量

を拡大または維持した。１９８０年代にはいって中近東向けが減少傾向にむかい，杜会主義

国圏，とりわけ中国向け輸出か増大している 。１９８０年代中頃にな って東南アソアかはほ

４０％を占め，あと中国，アメリカがそれぞれ２０％程度を占めるといっ た極めて偏った市

場分布にな った 。

　アメリカ向けの輸出は，１９７０年代後半以来，４００万トンから６００万トソの間で大きく毎

年変動しながらも停滞している。アメリカ向げ輸出の停滞は，不況の長期化にともなう

鉄鋼消費の停滞と日本の鉄鋼輸出自主規制によるだけでなく ，韓国，ブラジルなどの発

展途上国からの輸入が増加したことによる 。アメリカの輸入構造をみると１９７８年に１９００

万トソ あっ た輸入量は，１９８０年代にはい って１５００万トソに減少したが１９８４年頃から２０００

（７４）
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戦後日本の鉄鋼貿場について（茶谷）

主要鋼材種別国別地域別輸出入推移
上段　数量 ：１ ，Ｏ００トン，下段　金額 ：１００万円
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１９８０ ２７ ，３０５ ３， ０９４ １， ６１４ １， ５７９ ４， ４７８ １， ３１２ ２ ３９８
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１９８６ ２， ８８９ １， ３５６ ２８３ ２６ ４８７

１５５ ，５９９ ７７，９０２ １７ ，２３８ ２， ０９３ ２４ ，０２４

１９８７ ４， ４３６ １， ９６０ ３２３ ４３ ６０８

２１５ ，８５７ １０５ ，２１４ １７ ，１９９ ２， ９０１ ２７，５１８

（７５）
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Ｂ表面処理鋼板

輸　　出

（ブリキ
， 亜鉛鉄板 ，

その他）

合　　計 中　　国 韓　　国 台　　湾 合衆国 中南米
１９５５ ３１４ ０ ４ ９ Ｏ ３５

８， ２０６ ９ １００ ２５２ １
１， ０１７

１９６０ ４１７

‘
１ ５ １３ ３０

３０，８２３ ７７ ３７９ ９５１ ２， ２２８

１９６５ ９２３ ４４ １ ４４ ３４０ １６１

６０，８８４ ３， １５１ ５２ ３， ４１７ ２０，７９７ ９， １５４

１９７０ １， ６２１ ６５ ４ ４９ ７００ １６０

１１２ ，２２０ ４， ４７６ ３６１ ３， ５８９ ４６，７８９ １２，８６６

１９７５ ２， ３６９ １３７ ２ ７６ ７７１ ２５３

２６９，２８６ １６，４５８ ２７１ ８， １３３ ８１ ，０００ ３５ ，９１０

１９７８ ３， ０９４ ２００ ４ １０３ １， ２８９ ２１７

２９２ ，５７９ １６，４６２ ５６３ ８， ６４９ １１６，１２０ ２２ ，０１４

１９８０ ３， ０５８ ２９２ ４ １１８ ８３７ ２３６

４０３，０４９ ３５，０６４ ７１３ １３ ，２９１ １０１ ，７３７ ３６ ，４６１

１９８３ ３， ７００ ４９８ １８ １７４ １， ２４６ １３６

４３７ ，４０４ ５３，８４０ ２， ５６３ １６，５１２ １５７ ，９８２ １８，７６２

１９８４ ４， １６４ ５２８ ４４ １８１ １， ８１１ １８９

５１０，５４５ ５４ ，４２３ ５， ７５９ １７，４４２ ２４１ ，１１６ ２５，７４４

１９８５ ３， ７９２ ４６５ ７８ １７７ １， ３４１ ９０

４６０，６５２ ５０，４６２ ９， ４６１ １７ ，１０３ １９３，１４１ １２，６４０

１９８６ ３， ７９１ ３９２ １７２ １６９ １， ３２５ １７５

３２５ ，１４０ ３０，７２８ １４ ，２９９ １８，２３５ １２８，７５３ １４ ，５４１

１９８７ ４， ２８４ ６０３ ２１９ ３６５ １， ４２０ ２００

３３６７０９ ４３８６６ １６ ，８０１ ２４ ，５５５ １２３，６４９ １６，３１８

Ｃ　冷延鋼板類

　輸　　出

（冷延鋼板十冷延広幅帯鋼十磨帯鋼）

合　　計 中　　国 韓　　国 台　　湾 合衆国 中南米
１９５５ ３６

一 ■
１

一
２８

７４３ １０ ５７２

１９６０ ２１５

■
１１ ７ ６ １０

１３，６１９ ７５８ ４１４ ３４０ ７６８

１９６５ １， １５８ ４３ ４６ ３８ ３４４ １３２

５０ ，８６１ １， ９６９ ２， ２９０ １， ６４４ １４ ，１１３ ６， １４７

１９７０ ２， ８３３ ２４６ １７ １１１ ７００ ３９２

１４７，４９７ １３ ，５９１ ９９５ ５， ５１４ ３３，５５０ ２２，７０４

１９７５ ３， ４３２ ５３８ ２８ １８８ ６６６ ２７３

２５２，９０６ ３５ ，６９０ ３， ０３７ １２ ，３６９ ４５，１９２ ２５，０２６

１９７８ ４， ９９２ １， ０４１ ９１ ３５９ ７６８ ６７１

３２９，２７９ ５９，９２９ ６， ９３９ ２３，８８０ ５１ ，３５６ ４６，４４５

１９８０ ４， ６１７ ８２６ ５８ ３９９ ４４３ ６６７

４４５，２９３ ６４，９３４ ６， ０４６ ３６，４５５ ４０，１２７ ７０ ，２０１

１９８３ ５， １８４ １， ５８５ ７８ ２５５ ７０６ ２５８

４４７ ，４２８ １１０，６１８ ７， ５６５ ２３，３５５ ６８，９５０ ２４，５７５

１９８４ ５， ０２４ １， ４１４ ８４ ２１７ ８１０ ３３７

４４７ ，８７６ １００，３３４ ８， ５３３ １９，９１９ ８５ ，２６９ ３２ ，０１２

１９８５ ４， ８１０ １， ４１７ ７６ ２２９ ６１９ ２９７

４１８，７７３ １０２，２５５ ７， ６９３ １９ ，７８１ ６４ ，９００ ２８，４８２

１９８６ ５， ２５６ １， ７１０ １９５ ３３６ ５２８ ２６７

３１２，１６７ ８３，８３０ １３，１０４ １９，０２４ ３８，７８０ １７，４４６

１９８７ ５， ５６０ １， ６９３ ３５４ ４４９ ５２３ ２５９

３１０，５４２ ７６，５６４ ２２，０３４ ２５，７３２ ３５，９９８ １６，４６７

（７６）
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万トン前後に増加した。しかし日本のシ ェアは１９７８年の３１％，１９８０年の３９％から１９８６年

には２１％にまで低下した。ＥＣは１９７８年に３５％から１９８０年代にはいると２５％にまで低千

したが１９８６年は３２％にまで回復した。またラテ１■アメリカ諸国，カナダからの輸入が増

大した。また韓国からの輸入は１９７０年代前半までほとんどなかったが，１９７０年代後半か

ら急増し１９８０年代には７％～１０％のシ ェアを占めている 。

　鋼種別にみると１９８０年代にはいって西 ヨーロッパ，ラテンアメリカなどからの鋼塊 ，

半製品の輸入が（１９７８年３８万トン から１９８６年１８９万トンヘ）急増している。厚板の輸入は減

少しているものの，鋼管は１９７８年の２７６万トンから１９８０年代半ばには４００万トン以上に輸

入量が増加した。熱延薄板，冷延薄板，メッ キ鋼板類などはそれぞれ２００万トソ以上を

輸入している。各鋼種別に日本の輸出量をみると表面処理鋼板を除いて１９８０年代初めを

境として鋼管，熟延薄板類，冷延薄板類などが減少傾向にある。日本のシ ェアをみても

表面処理鋼板をのぞいて１９８０年代初めを境として低下し１９８０年代中頃では表面処理鋼板

は約５０％熱延薄板は１０数％，鋼管，冷延薄板は２０数％を占める 。１９８０年代からは主にカ

ナダ，韓国の占める割合が増加傾向にある。ＥＣからの輸出が占める割合も１９８０年代前

半に低下したが８０年代中頃には回復し，鋼管，表面処理鋼板は約２０％，熱延 ・冷延薄板

類， 厚板は約４０％を占めている

　以上のようにアメリカ向け輸出は日本の鉄鋼輸出にとっ て重要な市場であるが，カナ

ダ， ラテンアメリカなどの諸国との競合関係だけでなく ，西 ヨーロッパ諸国との競合関

係においても国際競争力を失いつつある。また鋼塊半製品の輸入拡大にみられるように

一部の鋼種では安価な鋼塊が入手できればアメリカ国内で圧延生産した商品でも競合で

きるようにな った。日本がアメリカ向げ輸出を増加することはきわめて困難になりつつ

ある 。

　東南アジアとの鉄鋼貿易は増大傾向にあ った。東南アジアヘの輸出は１９７５年の５９７万

トンから１９８０年の９７４万トンに急増し ，８０年代は毎年約９００万トンを輸出している。日本

の鉄鋼輸出に占める割合は１９７０年代後半から世界の他の地域への輸出が減少傾向を示す

なかで非常に大きくな った。１９７５年では２０％，１９８０年では３３％，１９８７年では３７％を東南

アジア向け輸出が占めている。国別でみると ，とくに韓国，台湾との貿易が大きな比重

を占めている 。韓国への輸出は１９７５年の９２万トソ から１９８７年の２２９万ト１■へ増加した
。

台湾向け輸出は１９７５年の９１万トソ から１９８７年の２３７万ト！へと増加した。韓国，台湾は

現在，中国，アメリカ ，ソ 連に次ぐ市場である。しかしシソガポール，タイ ，マレーシ

ァ， フィリピン，イソドネシァ，ブルネイとい ったＡＳＥＡＮ諸国への輸出は１９７５年の

（７７）
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２８５万ト１■から１９８０年のはじめまで増大していたが，１９８０年代中頃から減少傾向にある

（１９８３年４９７万トンから１９８７年３１０万トン）。 これはＡＳＥＡＮ諸国が条鋼類や薄板，線材，鋼塊

類を中心に１９８３年から１９８６年までに４００万トソほど総輸入量を減らしたことによる。ま

た１９７０年代中頃までＡＳＥＡＮ諸国の輸入に占める日本のシ ェァは９０％以上でほぽ独占

状態であ ったにもかかわらず１９８６年では約５０％まで低下した。韓国でも日本のシ ェアは

１９７０年代中頃のほぽ独占状態から１９８０年代は８０％へ低下した。これはＥＣ諸国やブラジ

ル， 韓国，台湾などからの輸入が増大したためである。東南アジア諸国における日本の

輸出も以前のような独占的な状況から同種商品で国際競争力上優位に立つ発展途上国と

競合関係にあるためにシ ェアを低下させざるをえなくな った。鋼種別では薄板類などで

依然として日本の輸出は圧倒的なシ ェアを維持しているものの，厚板などのシ ェアが低

下した。冷延薄板類や表面処理鋼板，そして特殊鋼鋼材のような高付加価値品について

は日本からの輸入が増加傾向にある。高付加価値品の輸入増大は日本資本の現地生産に

よっ て促進された東南アジア諸国の機械機器生産の発展による。東南アジア諸国の生産

力発展は，日本からの鋼材輸入を増加させた。しかし東南アジア諸国は地域内の鉄鋼生

産の増大によっ て低付加価値品の輸入を減少させる一方で，輸入先を分散させながら日

本から高付加価値品の輸入を増大する傾向にある。東南アソア諸国の生産力発展は日本

との鉄鋼貿易構造の変化を促し鉄鋼生産をめぐる国際分業関係の再編を促進している 。

　杜会主義諸国圏，とりわけソ 連， 中国との鉄鋼貿易量は，１９７０年代後半から１９８０年代

にかけて増大し日本鉄鋼業にとっ て重要な輸出市場とな った。杜会主義諸国圏への輸出

は１９７５年の４１４万トンから１９８４年の１３０４万トンヘと増加したが，以後減少傾向にある 。

杜会主義諸国圏向け輸出の大半は中国向け輸出である 。中国向け輸出は１９７５年の２８１万

トンから１９８４年の１０８５万トンヘと増加したが１９８７年には５８３万トンに半減した。日本の

鉄鋼貿易に占める杜会主義諸国圏の比重は，１９８０年代初めまではほぽ２０％を下回ってい

たが，１９８３年以後は３０％以上，とくに１９８５～６年には４０％を占めた。とくに中国は１９７５

年までほぽ１０％であったが１９８３年以後日本の鉄鋼輸出の最大の市場として２３％前後，と

くに１９８４～８６年にはほ膳３０％を占めた。杜会主義諸国向け輸出の変動がそのまま日本の

鉄鋼輸出量に大きく影響を及ぽすようにな った。また単純に比較できないが輸出価格が

他の地域への輸出価格と比へて低い（１９８７年の対韓国輸出価格より普通鋼鋼材平均で約１５％ ，

厚板で約２５％安い）。１９８０年代における中国の鋼材輸入に占める日本の割合は７０％以上を

占めている。鋼種別にみると日本の対中国向げ輸出は，１９８０年代はじめまで冷延鋼板を

中心とした薄板類が大きな比重を占めていたが，１９８３年以後薄板類にくわえて条鋼類や
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厚板類が増加している。対中輸出の急増と低付加価値品の占める割合が高いことは，中

国の生産力基盤整備に対する日本の国家援助の増大が日本の鉄鋼輸出を促がしているこ

とを反映している 。

　以上のように中国を中心とする杜会主義諸国への輸出は近年目本の鉄鋼輸出に大きな

比重を占めているが，杜会主義国の経済状態や政策によっ て貿易量が大きく変動する可

能性をもっている。対共産圏規制は特殊鋼などの高付加価値品の輸出を規制する可能性

をもっ ている。杜会主義諸国向け輸出は安定的な市場とはいえず輸出価格も低くくあま

り有利な市場とはいえない 。

　西アジアとの貿易は１９７０年代中頃から急増したが１９８０年代中頃にな って急速に減少し

つつある。西アジア向けは，１９８３年まで毎年３００万トンから６００万トン輸出されていたが

その後１９８７年の１１０万トソまで減少した。鋼種別では厚板，条鋼類，鋼管，薄板類など

が主に輸出されている。近年の輸出量の減少はこれらの鋼種すべてにみられる。これは

石油代金として稼いだ外貨をもとに経済建設を進めてきた中近東諸国が先進資本主義諸

国の不況や合理化の進展による先進国向け石油輸出の減少によっ て外貨収入が減少した

ためである。しかし韓国，ブラジルなどからの輸入が増大していることも日本の中近東

向け輸出が減少しているひとつの原因である
。

　西 ヨーロッパとの貿易は１９７０年代後半から急に減少した。１９７５年には３６５万トン あっ

た西 ヨーロッパ向け輸出は１９８７年には３７万トソにまで減少している。とくにスベイン な

どへの輸出の減少が著しい。世界で最大の鉄鋼輸出地域の一つである西 ヨーロッパにお

げるシ ェアの低下は日本の鉄鋼輸出動向をみるうえで重要である。とくに薄板，厚板な

どの鋼板類は１９７０年代中頃には同地域の輸入量の４０％を占めていたが１９８０年代中頃にな

るとわずか数％を占めるにすぎない。西 ヨーロッパヘの輸出が減少している原因は１９７８

年からの鉄鋼輸出自主規制の影響もあるが，むしろ西 ヨーロッパ諸国の不況による輸入

量の低下と域内諸国やフラノルなとからの輸出の増大によるものである。とくに西 ヨー

ロッパ鉄鋼資本の生産力発展はめざましく ，たとえば製鋼工程での平炉からＬＤ転炉へ

の転換がすすみ，連続鋳造率が１９８０年の３９％から１９８７年には８２％まで向上した。このよ

うな西 ヨーロッパ鉄鋼資本の生産力発展が国際競争力の回復を促し日本からの鉄鋼輸入

を減少させたものと思われる。これら西 ヨーロッパ鉄鋼資本の生産力発展は，１９７０年中

頃から増大する日本の西 ヨーロッパ向け技術輸出によって促された。日本の技術輸出が

西ヨーロッバ鉄鋼資本の生産力発展と国際競争力の強化を促し西 ヨーロッパ諸国の貿易

構造を変化し国際分業関係の再編を促している
。
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　中南米との貿易量は１９７０年代後半から減少傾向にある 。中南米への輸出量は１９７５年の

３４３万トソであ ったが１９８７年には８８万トソに減少した。中南米向け輸出の減少は，ブラ

ノルや メキ ノコ なとのＮＩＣｓ諸国の生産力発展か鈍化し鉄鋼消費里か減少したためであ

る。 またフラソルなどの諸国におげる鉄鋼の生産力発展によっ て鉄鋼生産量が増大する

とともに国際競争力の増強によっ て日本から輸出された鋼材と競合するようにな ったこ

となどが原因である。アフリカやオセアニアも日本の鉄鋼資本にとっ て有力な輸出市場

とはなりえていない。発展途上地域は１９７０年代中頃に産油国等の資源保有国やＮＩＣｓ諸

国などを中心として一定の生産力発展が図られたが，１９８０年代にはいって産油国などの

資源保有国や中南米ＮＩＣｓの生産力発展が鈍化し，東南アジァＮＩＣｓとの間で不均等発

展が明らかにな った。発展途上国間の不均等発展の激化は，地域的には東南アジア向け

輸出への集中化を，また鋼種別には低付加価値品の輸出不振を促すなど日本の鉄鋼貿易

構造の変化を促進した。すなわち戦後の世界経済構造の変化は日本の鉄鋼貿易構造の変

化と鉄鋼生産をめぐる国際的分業関係の再編を促している 。

　１９７４～７５年恐慌と１９７０年代後半から８０年代につづく長期不況は，不況からの脱出過程

の態様の相違によっ て先進資本主義諸国間の生産力発展の態様の変化をもたらした。ま

た発展途上国間でも経済建設の過程で生産力の不均等発展が激化した。このような戦後

世界経済における生産力発展の構造変化は先進国資本の海外進出，現地生産の拡大によ

って一層促進された。このようた戦後世界経済の構造変化は鉄鋼消費構造を大きく変化

させた 。

　また日本鉄鋼資本の資本輸出や技術移転によっ て促された西欧鉄鋼資本や発展途上国

鉄鋼業の生産力発展，国際競争力の増強は，日本鉄鋼資本との競合関係を激化させ，鉄

鋼生産をめぐる国際的分業関係の変化を促しつつある。アメリカにみられる日本の鉄鋼

資本の海外進出，現地生産の展開はまた新たな国際的分業関係の変化を生み出した。戦

後世界経済の構造変化と鉄鋼生産をめぐる国際的分業関係の再編は，日本の鉄鋼貿易構

造を大きく変化させた 。

Ｖ． まとめにかえて

　日本鉄鋼業は先進資本主義諸国をおおう長期不況と国際分業関係の変化のもとで蓄積

様式の変更を余儀なくされている。日本鉄鋼業は１９５０年代では国内市場に依存すること

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８０）
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によっ て， １９６０年代では世界市場への依存を強化することによって生産力の発展と国際

競争力の増強を遂げた。基礎資材である鉄鋼の競争力を高めることは世界市場への依存

性を強める他の産業にとっても重要な意味をもっ ていた。急速な生産力の増強と国際競

争力の強化をはかるために日本鉄鋼業は戦後世界経済構造の変化に応じて輸出市場や原

料供給源の転換をはか った。いわば１９７４～５年恐慌以前の日本の鉄鋼貿易は欧米資本主

義諸国が形成した国際的分業関係を再編することによっ て市場問題を解決し日本鉄鋼業

の生産力発展と国際競争力の増強を可能にした 。

　１９８０年代中頃から世界の鉄鋼貿易は再び拡大した。しかしそれが日本からの鉄鋼輸出

につながっていないところに現在日本の鉄鋼業がかかえる問題の深刻さが表れている
。

その原因は，生産力発展の鈍化にともなう日本鉄鋼業の国際競争力上の優位が崩れてい

ることと ，世界の鉄鋼生産構造，消費構造の態様を規定する１９７０年以後の世界経済の構

造変化，国際的分業関係の変化である 。１９７０年代中頃までと異なる世界経済構造，国際

分業関係の変化こそが日本の鉄鋼輸出を低迷させ日本鉄鋼業の市場問題を激化させてい

るのである。日本資本の海外進出などによっ て促された東南アジアの対日米輸出依存型

経済発展はアメリカや日本の産業の不振をもたらし日本国内の鉄鋼消費やアメリカヘの

輸出を減少させる原因の１つとな っているが，必ずしも日本からの鉄鋼輸出の増大に結

び付いていない。このような世界経済構造の変化がある限り日本鉄鋼業は，いままでの

ように新たな市場への転換によって鉄鋼貿易の不振を解消することは難かしく ，蓄積様

式そのものの転換に迫られているのである 。

注）日本の鉄鋼資本は，８０年代中頃より ，鉄鋼生産以外への多角化を図る 一一方で，鉄鋼生産の

　「合理化」，商品の高け加価値化などをすすめている。高付加価値品は汎用性をもつ低付加価

　値品に比べ，機械生産など用途が限られ高価である。したがって高付加価値品の市場は一定

　の生産力発展をとげた国 々に限られ，低け加価値品に比べて市場転換が難しい。現在日本資

　本の海外生産拠点は東南アジアを例にとると韓国，台湾からタ！ ，マレーシア，シンガポー

　ルヘと拡大している。日本の鉄鋼貿易もこれらの国 々が占める割合が増大している。しかし

　日本の鉄鋼貿易は減少傾向にあり日本の鉄鋼資本にとっ て輸出を通しての価値実現がより一

　層困難とた っている。多角化と「合理化」を進めてきた鉄鋼資本は最も安定した国内市場へ

　の転換をはかり ，１億トノの粗鋼生産高を再び回復した。またこのような日本の鉄鋼資本の

　蓄積様式の変化に合わせたように国家も法人税の減税，ｒ積極財政政策」，巨大プ ロジ ェクト

　の推進などの国内需要喚起，ＯＤＡ（政府設発援助）の大幅増額と効率化，廣務国救済など

　による発展途上国（とくに東南アジア諸国）の経済発展への積極関与などを計画，実行して

　いる 。
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